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第１章 学校施設の長寿命化計画の背景・目的等 

1. 背景 

全国の市町村では、昭和 30 年代半ばからの高度経済成長期とその後の約 10

年間に、人口の増加と住民からの要望に対応して、学校などの教育施設、公営住宅、

公民館や図書館などの公共施設、並びに道路、橋梁、上下水道などのインフラ施設

といった多くの公共施設等を整備してきた。これらの公共施設やインフラは、今後一

斉に更新 1 時期を迎え、多額の更新費用が必要になると見込まれている。 

また、平成 17 年 1 月の町村合併により、町面積は拡大し、庁舎や学校、公民館、

社会体育施設、保育所など多くの類似する公共施設を保有・管理することとなった。 

このような状況のなか、国は平成 25 年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」を

策定し、国及び地方公共団体が一体となり、公共施設等の維持管理・更新等を推進

することを定めた。 

飯南町においては、人口減少が急速に進行しており、国立社会保障・人口問題研

究所による推計によると、2030 年には現在の人口の 3 割以上が減少し 4,000 人

を下回ると予測されてる。 

今後、少子化・高齢化が進み、財政状況の厳しさが増す中で、公共施設等の更新

をいかに対応するかは直近に迫った課題であると言える。 

また、人口減少や人口構造の変化により公共施設等の利用需要の変化も予想さ

れる中、公共施設等の適切な規模とあり方も検討が必要となり、長期的な視点に立

った公共施設等の更新、統廃合、長寿命化などに計画的に取り組むことが求められ

る。 

以上の視点をふまえ、平成 2９年 3 月に「飯南町公共施設等総合管理計画」（以

下「管理計画」という。）を策定した。本町の公共施設やインフラ施設の実態を把握し、

課題を共有するとともに、全庁を挙げて財政負担の軽減、平準化及び公共施設の最

適な配置を実現していくとともに、少子化の進展や教育内容・教育方法等の多様化、

防災機能の強化、バリアフリー、環境への配慮等、学校施設に対する今日的なニー

ズへの対応と、将来の財政負担に配慮した効率的な維持管理が求められる。  
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2. 目的 

上記背景をもとに、「飯南町学校施設長寿命化計画」（以下「本計画」という。）は、

学校施設の老朽化状況等を把握した上で、飯南町の学校施設としてあるべき姿を

検討し、これに伴う中長期的な更新・維持管理費、さらには学校施設運営全体にお

けるトータルコストの縮減及び予算の平準化を図ることを目的とする。 
 

 

3. 計画の位置づけ 

飯南町の最上位計画である「第２次飯南町総合振興計画」施策１２と、国の「イン

フラ長寿命化基本計画」を関連計画とし、「飯南町公共施設等総合管理計画」並び

に「飯南町建築物耐震改修促進計画」を行動計画として策定した。 

本計画は、その「飯南町公共施設等総合管理計画」、「飯南町公共施設等総合管

理計画」の個別施設計画として学校施設整備の在り方や方向性を示すものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 
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4. 計画期間 

本計画の計画期間は、令和３年度（202１年度）から令和 2２年度（20４０年度）

までの 20 年間とする。 

5. 対象施設 

平成３０年度実施の劣化状況調査を基に、校舎（特別教室棟・渡り廊下などを含

む）、屋内運動場、共同調理場のほか、電気設備（強電・弱電）、機械設備（給排水・

衛生・空調）を対象施設とし、２００㎡以下の付属施設（更衣室・倉庫など）、プール、

プール管理棟等は今回対象としない。 

本町では、小学校４校、中学校２校、調理場１施設が対象施設となり、施設ごとの

対象面積は以下のとおり。 

 

施設名 
№ 敷地面積 

建物面積 

 区分 校舎 屋内運動場 その他 

小学校      

 頓原小学校 校   舎 1 11,150 ㎡ 2,925 ㎡   

 屋内運動場 2   1,300 ㎡  

志々小学校 校   舎 3 4,993 ㎡ 1,568 ㎡   

赤名小学校 校 舎 １ 4 13,598 ㎡ 1,896 ㎡   

 校 舎 ２ 5  179 ㎡   

 屋内運動場 6   1,192 ㎡  

来島小学校 校   舎 7 22,695 ㎡ 2,265 ㎡   

 屋内運動場 8   1,112 ㎡  

中学校      

 頓原中学校 校 舎 １ 9 6,568 ㎡ 1,912 ㎡   

 校 舎 ２ 10  585 ㎡   

 校 舎 ３ 11  184 ㎡   

 屋内運動場 12   1,324 ㎡  

赤来中学校 校   舎 13 41,232 ㎡ 2,701 ㎡   

 屋内運動場 14   1,175 ㎡  

調理場      

 学校給食共同調理場 給食センター 15 1,301 ㎡   333 ㎡ 

合計  101,537 ㎡ 14,215 ㎡ 6,103 ㎡ 333 ㎡ 

 

表 1-1 
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第２章 学校施設の目指すべき姿 

1. 上位関連計画の施策等 

本計画の上位計画や、主な関連計画を以下に整理する。  

 

I. 第２次飯南町総合振興計画後期基本計画 

策定年度 令和２年（20２０年）4 月 

計画期間 令和２年（20２０年）年度～令和６年（２０２４年）年度 

策定目的 基本理念「小さな田舎
ま ち

からの『生命地域』宣言」のもと、「笑

顔あふれるまち飯南町」を将来像とし、人口減少対策として「定

住対策」や「高校魅力化」「子育て支援」などの事業を展開し推

進し且つ、より住民にわかりやすく、住民と行政、企業団体が協

働して取り組み、「飯南町農村価値創生」を進めていく。 

計画目標 

(基本目標) 

１． 飯南町で安心して働ける・稼げる「しごと」をつくる 

２． 飯南町への新しいひとの流れをつくる 

３． 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

４． 人が集い、安心・快適に暮らせる魅力的な「まち」をつくる 

学校施設  

整備に係る  

関連内容  

【基本施策１－３】健全で効率的な行政運営の推進 

【施策１２】土地・公共施設等の有効利用 

〇総合振興計画、公共施設等総合整備計画と整合を図りなが

ら、適正な財産管理に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１ 
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II. 飯南町公共施設等総合管理計画 

策定年度 平成２９年（20１７年）３月 

計画期間 平成２８年（20１６年）年度～令和１７年（２０３５年）年度 

策定目的 人口構造の変化により公共施設等の利用需要の変化が予想

される中、適切な規模とあり方の検討が必要となり、長期的視点

に立った公共施設等の更新、統廃合、長寿命化など計画的に取

り組むことが求められなか、本町の公共施設やインフラ施設の実

態を把握し、課題を共有するとともに、全庁を挙げて財政負担の

軽減、平準化及び公共施設の最適な配置を実現するため計画

を策定する。 

計画目標 

（方針） 

公共施設等の非耐震や老朽化等は今後の課題となることか

ら、公共施設の劣化状況・安全性、利用状況、維持管理経費の

状況、類似施設の配置状況、財政状況、社会環境や町民ニーズ

の変化等を総合的に勘案し、計画的に施設の集約化や老朽施

設の廃止を推進することで、公共施設の総量を適正化し、飯南

町に相応しい配置への転換を図る。 

① 施設の集約化 

② 既存施設の有効活用 

③ 施設の廃止、譲渡等 

④ 施設の耐震化 

⑤ 国、県の施設の相互利用及び近隣市町との共同設置 

学校施設  

整備に係る  

関連内容  

校舎、屋内運動場については、併設や統合により適正化を図

ったうえで、耐震化完了を目指します。耐震化完了後は、適切に

維持管理し長寿命化を図る。 

調理場については、児童生徒数の推移や職員数等を勘案し、

適切に維持管理し長寿命化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 
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III. 飯南町建築物耐震改修促進計画 

策定年度 平成２９年（20１７年）３月 

計画期間 平成２９年（20１７年）年度～令和７年（２０２５年）年度 

策定目的 平成7年に耐震改修促進法が制定、平成18年１月に改正さ

れた「建築物の耐震改修の促進に関する法律」により国が定め

た基本方針に基づき、平成22年3月に『飯南町建築物耐震改

修促進計画』を策定し町内の住宅・建築物の耐震化の目標と、

目標を達成するための施策を定めて耐震化対策を総合的に進

めてきた。その後、平成23 年の東日本大震災により甚大な被害

が発生したことを受け、平成25年11月に同法が改正され、地震

時に町民の安全を確保するため住宅や建築物の耐震化を計画

的にすすめる必要があることから、既存計画を改定した。 

計画目標 

（方針） 

「建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標」 

国の基本方針や島根県耐震改修促進計画では、平成37 年

度末までに、住宅及び特定既存耐震不適格建築物の耐震化率

を90%にすることを目標とする。 

学校施設  

整備に係る  

関連内容  

学校施設を特定既存耐震不適格建築物に位置付け、平成28 

年度末には木造校舎1校以外の耐震化を終えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 
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IV. 飯南町教育施策大綱 

策定年度 令和３年（20２１年）３月 

計画期間 令和３年（20２１年）年度～令和７年（２０２５年）年度 

策定趣旨  この大綱は、平成２７年４月１日から施行された改正

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第１

条の３の規定に基づき策定する。 

 この大綱では、本町の教育の振興に関する施策全体

の基本的な方針を定める。 

 この大綱は、飯南町総合教育会議で協議・調整された

ものであり、町全体で教育の推進に邁進するために定

める。 

 この大綱に係る取組の具体策は、別に定める「飯南町

教育振興基本計画 ～飯南町共育ビジョン～」に示す

ものとする。 

計画目標 

（方針） 

日本や世界を見渡す広い視野と飯南町や島根への愛着

と誇りを持ち、世界や日本と自分との関係や生まれ育った地

域と自分との関係を意識しながら、自分の夢や希望の実現

に向かって志を高く持ち、意欲的に進むとともに、社会に能

動的に関わる態度や貢献する心を育む。 

① 魅力ある飯南の学びづくり（保小中高一貫教育のもと、

郷土愛の醸成、国際化社会に対応できる人材育成を進

め、飯南の学びを拡げる） 

② 地域で育む教育環境づくり（乳幼児から就労に至るま

で切れ目ない支援を行うとともに、里山で守り伝えられ

てきた文化を保存・継承）        

③ 一人一人が輝くひとづくり（人権尊重と相互の理解を深

め、生きがいを持って生涯学習に取り組める機会を充実

させ、スポーツ・文化芸能活動に貢献、参加しやすい環

境づくりを推進） 

学校施設整備に

係る関連内容  

「地域で育む教育環境づくり」のもと、地域の拠点として

位置付けながら、施設の整備修繕に取り組む。 

 

 
 

 
 
 

図 2-4 
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2. 学校施設の目指すべき姿 

飯南町における学校施設の目指すべき姿は、前述した上位関連計画と整合を

図り、以下のように定める。 

 

① 安全性 

学校施設は、児童・生徒たちの学校生活を安全・安心に過ごせる教育環境

整備に努めることは勿論のこと、地域住民にとっては災害時の避難所となるこ

とから、耐震性を備えるとともに、水害、土砂災害等にも対応できる施設として

整備していく必要がある。 

② 快適性 

トイレについては、完全洋式化ではないものの、小学校５０％、中学校４３％

の洋式化を整備し、多目的トイレを各校１箇所整備することとし、令和２年度で

完了する状況である。災害時の避難所となった際には、多目的トイレの増設が

求めらる。 

③ 学習活動の適応性 

確かな学力の定着と、グローバル社会へ順応に対応できる環境整備が求

められる。また、今後の児童生徒数の減少に伴い、空き教室を有効に活用で

きるような可変的な構造や、発達障害等子どもの特性に配慮した施設設計な

ど、将来を見据えた効率的で効果的な施設整備を行っていく必要がある。 

④ 環境への適応性 

地球環境配慮型の暖房設備や高効率な照明、自然エネルギーや自然採光

の活用など、環境に与える影響を考慮しながらの施設整備が求められている。 

⑤ 地域の拠点化 

昨今、少子高齢化や核家族化が進み、世代を超えた情報が希薄化し、それ

に伴って家庭と地域のつながりも希薄化の傾向にある。また、社会変化に伴い、

学校が抱える課題が複雑化・多様化し、学校だけではなく、社会全体で子供

の育ちを支えていくことが求められている。 

国が取り組む「地域と学校の連携・協働」に向けて、保護者や地域住民が

訪れやすい環境・施設整備を図り、「コミュニティー・スクール」のフィールドとし

ても活かしていく必要がある。 
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第３章 学校施設の実態 

1. 学校施設の運営・活用状況等の実態 

① 対象施設一覧 

本町は、小学校４校と中学校２校の学校施設、共同調理場１施設を有しており、

校舎延床面積は小学校全体で８，８３３㎡、中学校全体は５，３８２㎡、屋内運動場

面積は小学校全体で３，６０４㎡、中学校全体で２，４９９㎡となる。また、調理場３３

３㎡を加えると、学校関連施設の延床面積合計は、２０，６５１㎡である。 

この施設を、本町の児童生徒数３０９人（小中学校合計）で利用しており、通常

学級２５学級、特別支援学級１３学級で運営している状況である。 

また、本町は屋内運動場を地域開放し、社会体育の拠点施設として開放してお

り、地域にとっても重要な施設となっている。 

 

                                                      令和２年４月１日現在 

  

※築年数は同施設において古い年数を採用 

 

表 3-1 
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② 児童生徒数及び学級数の変化 

平成１７年合併時の児童生徒数４６０人を基準とし、現時点の令和２年では３０

９人の３３％減、毎年平均で２％減少している推移である。 

また、現在から１０年後の令和１１年には２３１人と、合併時の児童生徒数と比

較すると半数になる見通しである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 
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③ 学校施設の配置状況 

本町は、平成１７年に旧頓原町（頓原地区、志々地区）、旧赤来町（赤名・谷地

区、来島地区）の２町の合併により、新町飯南町としてスタートした。それぞれの旧

町には、小学校２校、中学校１校と同等な施設整備がなされ、現在の小学校４校、

中学校２校の学校施設を運営している。 

また、各小学校区単位の各地区で社会教育活動もそれぞれ実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 
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④ 施設関連経費の推移 

町内の各小中学校（6 校）の施設関連経費、5 ヵ年経費を算出した。 

平成 27 年度から 29 年度の３ヵ年、赤名小学校（校舎・体育館）の大規模改

修を実施し、平成３０年度は中学校２校のエアコン整備を実施したことから、施設

整備費が膨らんでいる。 

施設関連経費については、年度ごとに減少傾向にある。5 ヵ年総額では約４億

円弱となり、年間の平均は約１億円/年となる。 
 

 

 

 

 

 

 

表 3-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 

 

H27 H28 H29 H30 R1 合計
施設整備費 124,715,514 79,438,672 120,829,843 22,840,569 4,369,887 352,194,485
その他施設整備費 558,360 172,800 0 433,080 98,900 1,263,140
維持修繕費 310,824 2,943,180 2,449,440 465,842 191,692 6,360,978
光熱水費・委託費 29,210,493 35,786,938 25,678,918 20,812,252 18,122,118 129,610,719
合計 154,795,191 118,341,590 148,958,201 44,551,743 22,782,597 489,429,322
平均（年間） 97,885,864
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⑤ 学校施設の保有量 

計画対象の小中学校（６校）は、築３０年以上の建物が 1.3 万㎡（6２％）と、町の

施設全体（３０％）と比較して小中学校の老朽化は特に進んでいる状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 
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⑥ 今後の維持・更新コスト 

４０年で建替える従来の修繕・改修を今後も続けた場合、今後の４０年間コスト

は１８５億円（４．７億円／年）かかることになる（注）。この対策で進めていく、直近

５年間の投資的経費１億円／年を４．６倍上回る。また、令和３～令和１２年度の１

０年間では、改築が集中するため投資的経費の８．３倍のコストがかかる。従来の

建替え中心の整備を継続することは不可能と言え、対応策を検討する必要がある。 

 

 

 

 

図 3-5 

 

 

 

 

 

 

（注）Ｈ３０年の劣化度調査を基に、実勢に近い試算とするため、以下の条件を変更し、今後４０

年間に要する概算経費を試算している。 

 ・建設コストの高騰等を考慮した単価に修正 

 ・消費税（10％）を加算 
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2. 学校施設の老朽化状況の実態 

① 構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

本町は、劣化度調査を平成３０年度に行い、その状況については下記のとおり

となった。 

調査状況から、小学校の木造校舎１校と共同調理場設備への対応が急がれ

る。 

 

 

 

 

 

表 3-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準年 2020

1 頓原小学校 校舎 小学校 校舎 RC 2 2,925 2002 H14 18 新 - - ⻑寿命 A A A B B 94
2 頓原小学校 屋内運動場 小学校 体育館 S 1 1,300 2002 H14 18 新 - - ⻑寿命 A B A B B 87
3 志々小学校 校舎 小学校 校舎 W 2 1,568 1953 S28 67 旧 C D C C B 36
4 赤名小学校 校舎1 小学校 校舎 RC 2 1,894 1985 S60 35 新 - - ⻑寿命 A A B C B 80
5 赤名小学校 校舎2 小学校 校舎 RC 1 179 1985 S60 35 新 - - ⻑寿命 A A A C B 89
6 赤名小学校 屋内運動場 小学校 体育館 RC 2 1,192 1985 S60 35 新 - - ⻑寿命 A A A C B 89
7 来島小学校 校舎 小学校 校舎 RC 2 2,265 1992 H4 28 新 - - ⻑寿命 A B B C B 73
8 来島小学校 屋内運動場 小学校 体育館 RC 2 1,112 1992 H4 28 新 - - ⻑寿命 A B B C B 73
9 頓原中学校 校舎1 中学校 校舎 RC 3 1,912 1980 S55 40 旧 済 - - - ⻑寿命 A B B B B 77
10 頓原中学校 校舎2 中学校 校舎 RC 2 585 1980 S55 40 旧 済 - - - ⻑寿命 C B B B B 72
11 頓原中学校 校舎3 中学校 校舎 RC 1 184 1981 S56 39 旧 済 済 - - ⻑寿命 A B B B B 77
12 頓原中学校 屋内運動場 中学校 体育館 RC 2 1,324 1981 S56 39 旧 済 済 - - ⻑寿命 A B B B B 77
13 赤来中学校 校舎 中学校 校舎 RC 3 2,701 1972 S47 48 旧 済 - - - ⻑寿命 A A A C B 89
14 赤来中学校 屋内運動場 中学校 体育館 S 2 1,175 1972 S47 48 旧 済 済 - - ⻑寿命 A A B B B 84

15
飯南町学校給食
共同調理場

共同調理場
給食セン
ター

給食センター RC 1 333 1993 H5 27 新 - - ⻑寿命 B B C C C 53

構造躯体の健全性 劣化状況評価
通し
番号

施設名 建物名 圧縮強度
（N/㎟）

試算上の
区分

用途区分
構造 階数

延床
面積
（㎡）

建築年度
築年数

機
械
設
備

健全度
（100点
満点）

学校種別 建物用途 ⻄暦 和暦 基準 診断 補強
調査
年度

耐震安全性 ⻑寿命化判定
屋
根

屋
上

外
壁

内
部

仕
上

電
気

設
備

Ａ ：概ね良好
Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化
Ｄ ：早急に対応する必要がある
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② 今後の維持更新コスト 

建替え中心から改修による長寿命化に切り替えていくためには、計画的に機能

向上と機能回復に向けた修繕・改修を建物全体でまとめて実施する必要がある。 

長寿命化により、７０年に建物を長寿命化した場合、今後４０年間の維持・更新

コストは総額約１５９億円（４億円／年）となり、従来の建替え中心の場合の１８５

億円（４．６億円／年）より総額２６億円（０．４億円/年）、約１３％の縮減となる。 

ただし、投資的経費１億円／年に対して４倍のコストがかかるため、長寿命化だ

けでは今後の財政に対応できない状況である。 

 

 

 

 

 

図 3-6 
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第４章 学校施設整備の基本的な方針等 

1. 学校施設の規模・配置計画等の方針 

① 学校施設の長寿命化計画の基本方針 

飯南町公共施設等総合管理計画に記載した「公共施設等のあり方に関する

基本的な方針」、「施設種別ごとの方針」を受け、学校施設の長寿命化計画の

基本方針として今後の学校施設の活用方針を定めた。 

 

飯南町公共施設等総合管理計画「公共施設等のあり方に関する基本的な方針」 

「公共施設等の非耐震・老朽化が課題」 

１）. 公共施設の劣化状況・安全性、利用状況、維持管理経費の状況、類似施設の

配置状況、財政状況、社会環境や町民ニーズの変化等を総合的に勘案し、計

画的に施設の集約化や老朽施設の廃止を推進する。 

２）. 公共施設の総量を適正化し、飯南町に相応しい配置転換を図る。 

飯南町公共施設等総合管理計画「施設種別ごとの方針」 

「学校・その他教育」 

１）. 校舎、屋内運動場 

 併設や統合により適正化を図ったうえで、耐震化完了を目指す。 

 耐震化完了後は、適切に維持管理し長寿命化を図る。 

２）. 調理場 

 児童生徒数の推移や職員数等を勘案し、適切に維持管理し長寿命化を図る。 

 

 

学校施設の長寿命化計画の基本方針 

第２章の２「学校の目指すべき姿」の⑤「地域の拠点化」で掲げたように、コミュニ

ティー・スクールのフィールドとして学校施設を活用していく必要がある。 

文部科学省は、「子どもたちを取り巻く環境や、学校が抱える課題は複雑化・多様

化するなか、教育改革、地域創生の観点からも学校と地域が連携し協働していく」と

いうねらいのもと、コミュニティー・スクール（学校運営協議会制度）の取り組みを重

要視している。 

こうした背景から、学校教育・家庭教育・社会教育の連携をより密にするためにも

学校施設活用は地域にとって要となり、飯南町公共施設等総合管理計画の、「併設

や統合により適正化を図ったうえで、耐震化を目指す」の方針にたいしては、現状配

置の体制を維持していくことが効果的と考える。 
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② 学校施設の規模・配置計画の方針 

第３章「学校施設の実態」、1「学校施設の運営・活用状況等の実態」の③

「学校施設の配置状況」に示したように、町内４つの地区にバランスよく配置さ

れており、第２章の２「学校の目指すべき姿」で掲げたように地域の拠点として役

割を担っていくうえで重要であり、現在の配置を維持していく。 

 

 

【適正配置の方策】 

標準的な規模でない場合に、適正配置を実施する際の方策については、次のこ

とを基本に検討する。 

 

 

※小規模の学校は、現時点より児童生徒数が著しく少人数となる場合、隣接し

て標準的な規模の学校との通学条件などを考慮したうえで、統合すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 
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2. 改修等の基本的な方針 

① 長寿命化の方針 

今後は、前章②維持更新コストで試算したように、建て替えから長寿命化改

修による建物の長寿命化に切り替え、部位改修を併用した整備を行う。 

 

② 目標使用年数、改修周期の設定 

学校教育施設について老朽化による建替えを検討する目安は、およそ４０年、

財政的猶予を考慮した場合として 45 年程度と思われる。  

仕上材や設備機器の耐用年数は 15～30 年しかないため、建設から 25～

30 年目には大規模改修を行うことになる。 

建物の寿命を 80 年程度まで延ばすには、20～25 年ごとに大規模改修（予

防保全）を行う必要があり、80 年間で３回の改修工事となる。 

 

 

 
 

図 4-2 
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③ 概算工事費 

対象施設 2０,６５１㎡を①大規模改修、②長寿命化改修、③建替工事した場

合の概算工事費を以下に示す。 

      （単位 百万円） 

     ①大規模改修 ②長寿命化改修 ③建替工事 備考 

学
校
教
育
施
設 

  頓原小学校 399.75 876.36 1,509.63   

志々小学校 185.98 393.24 669.47   

赤名小学校 332.80 682.50 1,186.90   

来島小学校 365.27 771.77 1,335.53   

頓原中学校 384.55 825.07 1,466.85   

赤来中学校 454.76 977.90 1,639.90   

共同調理場 50.13 90.63 166.96   

  合計 2,173.24 4,617.47 7,975.24   

表 4-1 

 

④ コスト比較パターン 

コストを供用期間で割った単年度コストの比較を行う。想定パターンを以下に示す。 

 

≪ケース A≫   

③建替 

（改修なし） 

経年 25 年を超えると施設環境の劣悪化が予想されることから、供用期間は 35 年とす

る。 

 

≪ケース B≫   

①大規模改修+③建替 

（25 年目に大規模改修） 

従来のパターンに近いと思われることから、改修後 20 年で建替と考え供用期間は 45 年

とする。 

 

≪ケース C≫   

②長寿命化改修+③建替 

（25 年目に大規模改修） 

改修範囲が幅広く、そのぶん供用期間が延びると考えて供用期間は 50 年とする。 

 

≪ケース D≫  

①大規模改修+②長寿命化改修+③建替 

（25 年目に大規模改修、50 年目に長寿命化改修） 

長寿命化改修後 20 年目に建替と想定し、供用期間は 70 年とする。 
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≪ケース E≫  

①大規模改修+②長寿命化改修+①大規模改修+③建替 

（概ね 20～25 年ごとに大規模改修、長寿命化改修、大規模改修） 

供用期間は 80 年、改修工事ごとの期間が短くなるため施設環境は最も良い。 

 

⑤ 単年度コスト比較 

従来パターンに近いと思われるＢ（供用期間 45 年・単年度コスト 225.5 百

万円／年）よりもＤ・Ｅがコスト上有利、ケースＡ、ケースＣは不利となる。 

ケースＤ（供用期間 70 年）は、供用期間 65 年だとコスト上の有利さはなく

なる。ケースＥ（供用期間 80 年）でも供用期間 75 年ではコスト上の有利さはな

くなる。 

 

 

 

 
（単位 百万円） 

  

Ａ・35 年 Ｂ・45 年 Ｃ・50 年 Ｄ・70 年 Ｅ・80 年 

7,975.24 10,148.48 12,595.70 14,765.94 16,939.18 

単
年
度
コ
ス
ト 

供用期間 35 年 227.9         

供用期間 40 年   253.7       

供用期間 45 年   225.5 279.8     

供用期間 50 年     251.9     

供用期間 55 年           

供用期間 60 年           

供用期間 65 年       227.2   

供用期間 70 年       210.9   

供用期間 75 年         225.9 

供用期間 80 年         211.7 

 

                                                   基準となる従来型同類パターン 

                                                   従来型に対し不利 

                                                   従来型に対し有利 

 

 

表 4-2 
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第５章 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

1. 改修等の整備水準 

① 整備水準 

改修計画の整備水準は、平成３０年度に実施した劣化度調査の内容を踏まえ、

工事費・維持管理費等の必要経費の平準化を図りながら実施していく。 

 

② 対象施設の整理 

公有財産台帳と学校施設台帳（小中学校）に基づいて建物ごとに構造、面積、

建設年度、改修年度等を整理した。小中学校校舎については対象範囲を明確

化するため「校舎棟」や「校舎・管理棟」といった名称で区分化した。 

また、台帳記載の建物構造が現地で異なる場合は調査結果を採用し、台帳

相互で建物面積が異なる場合は、設計図面＞公有財産台帳＞学校施設台帳の

順で数字を採用し、このほか、台帳上は建設年度が不明な付属施設が一部あっ

たため、校舎の建設年度に合わせるなどの処理を行い整理した。 
 

③ 経年分布 

今回対象とした施設、校舎 14,21５㎡、屋内運動場 6,103 ㎡、調理場 3３３

㎡の合計 20,651 ㎡と、その他付属施設（プール管理棟・倉庫等）878 ㎡を含

めれば、全体で 21,52９㎡の施設を有する。 

新耐震以前の建物は、付属建屋も含めると 9,510 ㎡あり、校舎 6,950 ㎡

（志々小、頓原中、赤来中）、屋内運動場 2,499 ㎡（頓原中、赤来中）、プール管

理棟 61 ㎡（赤名小）となる。 

このうち頓原中学校と赤来中学校は耐震診断を行い、耐震性能が不足する

建物については耐震補強工事を完了させている。耐震改修以外の大規模改修

工事も比較的に施工済みであり、20 年以上未改修の建物は 4,247 ㎡で全体

の２割弱になる。 
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建設年度別延床面積 

 
図 5-1 

建設・改修年度別延床面積 

 

図 5-2 

④ 劣化度判定基準 

調査対象ごとの劣化状況を下記４区分で評価しました。設備機器は通常の耐

用年数（１０～１５年程度）を大きく超えている場合、外観目視による劣化状況に

関わらずＢ判定やＣ判定とした。 

劣化度 A   劣化はほとんど認められない 

劣化度 B   劣化がわずかに認められる 

劣化度 C   劣化が進行しており、経過観察が必要 

劣化度 D   早い時期に改修等の対策が必要 

 

⑤ 危険度判定基準 

劣化度判定がＢ・Ｃ・Ｄ判定となった場合は、危険度判定も並行して行い危険

度を下記３区分で評価した。 
危険度１    危険をおよぼす可能性はない or 少ない 

危険度２    危険をおよぼす可能性がある（部分的） 

危険度３    危険をおよぼす可能性が高い or 危険度２の部分が多数存在する 

 

新耐震以前 9,510 ㎡ 

20 年以上未改修 4,247 ㎡ 
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2. 維持管理の項目・手法等 

① 調査対象 

劣化度調査は構造躯体の健全性調査と躯体以外の劣化状況調査に大きく

分けられる。躯体の健全性は建替えや長寿命化改修を検討するうえで重要な指

標となるが、飯南町では新耐震以前の学校施設について耐震診断および耐震

改修を実施済みである。（志々小学校を除く） 

防災設備（特に消防設備）は法定点検によって劣化状況や機器更新の必要

性が確認されているため、今回の調査では外観目視の確認程度にとどめている。

また、劣化状況以外の調査項目として和式便器の改修（洋風化）や未使用かつ

未撤去のゴミ焼却炉（アスベスト対策）の有無を現地で確認し、概算工事費用

に反映させた。 

 

 

主な調査対象 

  主な調査対象 備考 

 建築外部  屋上・屋根、外壁、庇・ﾊﾞﾙｺﾆｰ、外部建具など     

 建築内部  床・壁・天井、内部建具など     

 電気設備（強電）  受変電設備、ｺﾝｾﾝﾄ設備、照明設備など     

 電気設備（弱電）  放送設備、ｲﾝﾀｰﾌｫﾝ設備、ＣＡＴＶなど     

 機械設備（給排水）  給排水、衛生、給湯、ガス設備など  和式便器   

 機械設備（空調・換気）  空調・換気設備など     

 付帯施設（建築）  プール、付属建屋（倉庫・機械室など）     

 付帯施設（設備）  外灯、ナイター照明、太陽光発電設備、受水槽など     

 外 構  舗装、フェンス、門扉など  焼却炉   

 

表 5-1 
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② 劣化度判定結果 

施設ごとの劣化度判定結果を以下に示す。 

Ａ評価 62.3％、Ｂ評価 30.1％で全体の９割以上を占め、全体として維持管

理状態は良好と言えるが、志々小学校校舎、赤来中学校部室 2 棟の、計 3 棟

7.6％が早めに対策を必要とするＤ評価の結果となった。 

また、建物単位で対処が必要なものを表 5-３へ、部分的だが劣化度Ｄに該当

するものを表５-４へ、劣化度Ｃかつ危険度２のものを表 5-５にまとめた。 

 

 

 劣化度判定結果                                      （単位 ㎡） 

   劣化度Ａ 劣化度Ｂ 劣化度Ｃ 劣化度Ｄ 全体 

 小中学校 校舎 7,88５ 4,762   1,568 14,21５ 

  〃 屋内運動場 4,991 1,112     6,103 

  〃 付帯施設・調理場 527 606   78 1,211 

  合計 13,40３ 6,480 0 1,646 21,52９ 

  （構成比） 62.3% 30.1% 0.0% 7.6%   

       

 

表 5-2 

 

 建物単位 

施設名 対象 劣化度 備考 

 志々小学校  校舎棟 Ｄ   

 赤来中学校  部室１ Ｄ   

   部室２ Ｄ   

 

表 5-3 

 

 個別 D 判定 

施設名 対象 劣化度 部位 備考 

志々小学校  校舎棟 Ｄ 躯体、外壁、外部雑 危険度３ 

   校舎棟 Ｄ 電灯（碍子引配線） 危険度２ 

   施設全体 Ｄ 電灯（防犯灯破損） 危険度２ 

学校給食共同調理場  調理場 Ｄ 床ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ反り 危険度２ 

 

表 5-4 
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 個別 Ｃ判定かつ危険度２ 

施設名 対象 劣化度 部位 備考 

頓原小学校  施設全体 Ｃ 受変電ﾌｪﾝｽ破損  危険度２ 

志々小学校  校舎棟 Ｃ 屋根、内部仕上、給排水  危険度２ 

   倉庫棟 Ｃ 屋根  危険度２ 

   施設全体 Ｃ 門柱、受変電、給排水  危険度２ 

赤名小学校  施設全体 Ｃ プール土間亀裂  危険度２ 

来島小学校  校舎棟 Ｃ 給排水  危険度２ 

   屋内運動場 Ｃ 給排水  危険度２ 

   施設全体 Ｃ 給排水  危険度２ 

頓原中学校  特別教室棟 Ｃ 庇劣化  危険度２ 

赤来中学校  校舎棟 Ｃ 空調  危険度２ 

   施設全体 Ｃ 受変電、空調  危険度２ 

学校給食共同調理場  調理場 Ｃ 給湯、空調  危険度２ 

 

表 5-5 
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第６章 長寿命化の実施計画 

1. 改修等の優先順位付けと実施計画 

① 劣化状況の序列化 

同じ劣化度の施設が多数ある場合、その中での優先順位を判断するために点

数による序列化を行う。建築外部（屋上・屋根、外壁、外部建具）、建築内部（内

装、内部建具）、電気設備、機械設備のそれぞれについて、劣化度４区分×危険度

３区分の評価結果を下表 6-1 に基づいて数値化する。 

 

 劣化状況の数値化 

  劣化度Ａ 劣化度Ｂ 劣化度Ｃ 劣化度Ｄ 備考 

 危険度 １ 1  2  5  8    

 危険度 ２ ― 3  6  9    

 危険度 ３ ― 4  7  10    

表 6-1 

 

② 劣化度スコア 

次に、建物全体の耐用年数に与える影響が大きい建築外部の数値（≒躯体の

健全度）を 7 倍して総合点を算出し、これを劣化度スコアとする。 

劣化度スコアは、全項目が劣化度Ａの場合が 10、劣化度Ｄかつ危険度３の場

合 100 となり、建物ごとに 10～100 の範囲で序列化できる。スコア数点程度の

差は無視して差し支えないが 20～30 点以上異なる場合は劣化状況の違いが存

在するものと考えられる。 

大局的な判断として、劣化度スコア 10～25 点ならばほぼ問題なし、26～50

点ならば劣化箇所が散見される程度で経過観察が必要、51～75 点ならば緊急

性は低いが対策検討が必要、76～100 点ならば早急に対策を講じる必要がある

と考えられる。 

今回の調査では劣化度Ｃ・Ｄそのものが少なかったため、序列化による優先順

位付けの必要性は比較的少なかったことになる。 

 

  51～75 76～100 備考 

学校教育

施    設 

赤名小 ﾌﾟｰﾙ （スコア 60） 志々小 校舎 （スコア 91）   

    赤来中 部室 （スコア 80）   

表 6-2 
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③ 経年別劣化度スコア 

施設別・経年別の劣化度スコアの分布状況を以下に示す。 

 

 経年別劣化度スコア 

経年 延床面積 ～50 51～75 76～100 備考 

校
舎 

51 年以上 1,568      1,568   志々小 

41～50 年以下 2,701  2,701        

31～40 年以下 4,75６  4,75６        

21～30 年以下 2,265  2,265       

0～20 年以下 2,925  2,925        

  小計  14,21５  12,64７ 0  1,568    

屋
内
運
動
場 

41～50 年以下 1,175  1,175        

31～40 年以下 2,516  2,516        

21～30 年以下 1,112  1,112        

0～20 年以下 1,300  1,300        

  小計  6,103  6,103  0  0    

付
帯
・調
理
場 

41～50 年以下 0  0        

31～40 年以下 438  360    78  赤来中部室 

21～30 年以下 765  765       

0～20 年以下 8  8        

  小計  1,211  1,133 0  78    

  合計  21,52９  19,88３  0  1,646    

  （構成比）   92.4% 0.0% 7.6%   

 

表 6-3 
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④ 改修方針の検討 

過年度の工事実施面積は、過去 20 年間で 864 ㎡/年、過去 10 年間では

865 ㎡/年で大きく変動はない。 

総床面積 21,52９㎡を 25 年サイクルで改修・建替すると仮定した場合、工事

床面積は 861 ㎡/年となり過年度とほぼ同じペース、20 年サイクルの場合は工

事床面積 1,076 ㎡/年で 1.25 倍のペースとなる。 

平成 30 年度実施の劣化度調査の結果では、全体的に良好であり、長期的に

は 25 年サイクルを基準に改修・建替を実施していく方針とする。 

 

 工事実績床面積                                    （単位 ㎡,㎡/年） 

    建替工事 改修工事 合計 １年平均 備考 

 過去 25 年 4,573 13,047 17,620 705     

 過去 20 年 4,233 13,047 17,280 864     

 過去 10 年 0 8,649 8,649 865     

 

表 6-4 

 

 

 

 改修方針の検討                                    （単位 ㎡,㎡/年） 

   

   

20 年サイクル 25 年サイクル 
備考 

面積 ㎡/年 面積 ㎡/年 

 総床面積 21,52９ 1,076 21,527 861     

 建替 or 改修履歴あり  17,28２   17,620       

  

  

 ｽｺｱ 10～50 15,71４   16,052       

 ｽｺｱ 51～ 1,568   1,568       

 改修履歴なし 4,247   3,907       

  

  

 ｽｺｱ 10～50 4,169   3,829       

 ｽｺｱ 76～100 78   78       

 標準サイクル 15,712 786 16,052 642     

 緊急性高い 1,646   1,646       

 積み残し 緊急性低い 4,169   3,829       

 

表 6-5 
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⑤ 実施計画 

経年別劣化度スコアで算出した、76 点以上の志々小学校・校舎棟 1,568 ㎡

と赤来中学校・部室×2 棟 78 ㎡、及び建設後 25 年以上経つが改修工事が行

われていない 3,829 ㎡のうち、来島小学校・校舎および体育館 3,377 ㎡につい

ては、早い段階で対策を行う必要がある。 

今後５年間の計画は、直近である令和３年度を資金準備期間とし、以降早い段

階で対応が必要な施設を優先しつつ、整備費並びに過去５年間の投資的経費を

平準化し、国の補助金や過疎対策事業債等の起債等を活用し、財政的負担に配

慮しながら実施していく。 
 

 直近５年の個別施設整備計画 

 

 

表 6-6 

 

 

 

 

 

（百万円）

学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費 学校名 事業費
新増築事業

改築事業 志々小（校舎） 102 志々小（校舎） 102 志々小（校舎） 102 志々小（校舎） 102

耐震化事業
（非構造部材の
　対策含む）

長寿命化改修 赤来中（校舎） 340 赤来中（校舎） 340
赤来中（屋内運動場） 154 赤来中（屋内運動場） 154

大規模改造（老朽）

部位修繕 来島小（校舎） 12 来島小（校舎） 12 来島小（校舎） 12 来島小（校舎） 12
来島小（屋内運動場） 5 来島小（屋内運動場） 5 来島小（屋内運動場） 5 来島小（屋内運動場） 5
頓原中（校舎） 7 頓原中（校舎） 7 頓原中（校舎） 7 頓原中（校舎） 7
共同調理場 1 共同調理場 1 共同調理場 1 共同調理場 1

赤名小（校舎） 11
赤名小（屋内運動場） 6

その他施設整備費

維持修繕費 1 1 1 1 1

光熱水費・委託費 26 26 26 26 26

施
設
整
備
費

2025
R3 R4 R5 R6 R7
2021 2022 2023 2024

154 648 648 171合　計 27

事業名称

年度
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 直近５年の個別施設整備計画グラフ 

 

 

 

図 6-1 
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2. 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果 

４０年間の計画は、長寿命化による維持更新コストの総額１５９億円を平準化して

進める。今後５年間（令和３～７年度）を、これまでの投資的経費１億円／年近くに抑

えた場合、その後令和８年度以降の３５年間は平均 4.1 億円／年となる。また、９年

後（令和１２年）の１１年間は長寿命化改修が中心となり、２０年後（令和２３年）の１

４年は４．７億円／年の改築整備が中心となる。 

 

 

 

図 6-2 

 

 

 

 

今後の学校施設の維持・更新コストは、長寿命化をしても過去５年間の投資的経

費の４倍に増加すると見込まれている。児童生徒数が減少する中で施設の維持・更

新費用が増加するという矛盾を抱えており、①施設保有の在り方、②維持・更新コス

トの削減及び財源コストは大きな課題となる。個々の学校施設の長寿命化だけでは

限界があることから、財政制約ラインとコストとの乖離を埋めていくため、学校施設の

配置や規模、運営面・活用面等に及ぶ多面的な見直しが必要であり、適正化に向け

た総合的な取り組みの方針を明確にする必要がある。 
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第７章 長寿命化計画の継続的運用方針 

1. 情報基盤の整備と活用 

劣化度調査の結果をもとに、光熱水費をはじめとする運営経費、工事履歴等を学

校施設台帳にまとめ、一元管理していく。 

2. 推進体制等の整備 

学校施設の所管課である教育委員会においてマネジメントを行っていくが、必要

に応じて公共施設検討委員会へも意見を求め全庁的な体制で対応を図っていく。 

3. フォローアップ 

本計画は、学校施設の改修や建替えの優先順位を設定するものであり、実施につ

いては飯南町総合振興計画にそって事業費等を精査していく。また、事業の進捗状

況、劣化調査の結果を反映し、本計画は見直しを図るものとする。 

 

 

 

 


